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特集 2／ニューエコノミーへの多様な道
ニューエコノミーと持続可能性
千葉大学法経学部総合政策学科助教授　　
倉阪　秀史
　本 COEでは、分野横断的なテーマについてクロスオーバーで物事を考える
という特徴を有している。この報告では、環境上の持続可能性という視点で
ニューエコノミーを考えてみる。
１．『2001年米国経済白書』にみるニューエコノミー
　まず、ニューエコノミーの定義を見ることとしたい。アメリカの経済諮問委
員会が発行する米国経済白書の 2001年版においては、「テクノロジー、ビジ
ネス慣行と経済政策における相互補強的な前進の結合から生じたパフォーマン
スにおける顕著な成果――急速な生産性成長、所得の増加、低い失業率と適度
なインフレーションによってニューエコノミーを定義する」（『2001年米国経
済白書』和訳はエコノミスト臨時増刊 2001年 6月 4日号による）とされてい
る。この 2001年の『米国経済白書』は、アメリカ政府が初めてニューエコノミー
論を追認した文書として有名である。
　この定義は、テクノロジー、ビジネス慣行、経済政策という三つの要素に
よってニューエコノミーを説明するものである。2001年米国経済白書におい
て、それぞれが具体的にどういう風に紹介されているのかを概観しよう。
　テクノロジーに関しては、情報技術（IT）、なかでもコンピュータ・ハードウェ
ア、ソフトウェアとテレコムというものがそれ自体産業として米国の経済成長
※本稿は 2006年 3月 16日に千葉大学で行われたシンポジウム「ニューエコノミーへ
の多様な道」における筆者の口頭発表のテープ起こしに字句を補ったものである。
ニューエコノミーと持続可能性
156
を 1990年代に支えたということ、それからそのテクノロジー自体が他の産業
各部門における新しい技術の創造・適用と競争の激化を招き、最終的に経済全
体を活性化させたということが指摘されている。
　このことは、つぎのビジネス慣行の変化に密接に関係している。つまり、IT
を使うことによって、新しい生産方法とヒューマン・リソースの管理が進展し
たと指摘されている。具体的には、イノベーション全体を管理することによっ
て在庫を減らしながら効率的に生産することができるようになったこと、ある
いは、人的資源のアウト・ソーシングを図りながら、小さい企業はコアの部分
に特化することができ、大きな企業は企業買収などによって全体を一つの管理
下に置くことができるようになったことなどが紹介されている。
　さらに、それを支える経済政策として、財政規律を変化させ、赤字を削減し
たことによって、従来赤字で吸収されていた資金を民間セクターに流すことが
できたということが指摘されている。このことによって低金利状態が実現し投
資が促進されたということ、その具体的な投資先として国民テクノロジーへの
投資といったものを怠らなかったと書かれている。また、国内外の新市場を開
放させ、とくに、他の国の市場を開放させてアメリカの企業が出て行きやすく
するという政策も指摘されている。さらに、この『経済白書』では、これが生
活面にどのように影響したかということについても若干ポジティブに書かれて
いる。ただ、この報告では、生活面についてはとくに触れないこととしたい。
　以上をまとめれば、ニューエコノミーとは、ITの活用を中核とする新技術
の創造・適用によって企業間競争が激化し、新しい生産方法・人事管理が進み、
これらが低金利・市場開放など適切な経済政策と組み合わされた結果、経済が
活性化したことを意味するといえる。
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２．ニューエコノミーの現在
⑴神話の崩壊か？
　米国経済白書は 2001年に公表されたものであり、ニューエコノミーの神話
の崩壊といったことが言われる前の文献である。日本経済新聞社編 (2002)で
は、つぎの三つの事項はすべて神話であり、その崩壊の兆しがみられていると
指摘している（日本経済新聞社編『米国成長神話の崩壊　ニューエコノミーは
死んだか』日本経済新聞社、2002年）。第一に、過剰在庫がなくなる、景気変動
もなくなるといわれていたが、そうではなかったのではないかということであ
る。第二に、株価経営の下では資金は無限に調達できると考えられていたが、エ
ンロン、ワールドコムといった問題が発生し、この考え方は間違っていたのでは
ないかということである。この点は、その後、ライブドアのように類似のことが
日本でも起こっている。第三に、ハイテク市場というのは、景気が後退しても、景
気後退による人件費・物件費の削減のために ITを使うから、景気の不調の局
面でも成長するといわれていたが、それは結果的にうまく行かなかったのでは
ないかということである。たとえば、ハイテク企業における雇用削減が止まらな
いといったことが、2002年の段階であるが指摘されるようになったのである。
⑵神話の継続か？
　一方、ITに関して、その後再び米国経済のなかで主要な役割を果たしつつ
あるという分析もある。米国商務省の 2003年のレポートによれば、IT生産業
は、二年間にわたる縮小期を経て、ふたたび、1996～ 2000年に果たした力
強い役割を担い始めているようであると指摘されている。そして、IT利用は
これまで同様米国経済の活力源であり、（労働生産性の上昇、生命科学 R&D
における IT利用）、米国の IT生産業は依然として世界で最も競争力があると
指摘し、米国の IT生産企業は現在様々な問題に直面している（個人の身元確
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認のセキュリティなど）が、だからといって、経済や社会生活のその他の領域
における ITの重要性が低下するわけではないと結論づけた（『米国商務省レ
ポート　ディジタル・エコノミー 2004』東洋新報経済社、2004、原著 2003）。 
３．持続可能性の視点
　さて、上記のようなニューエコノミーを環境の観点からみるとどうなるのだ
ろうか。
⑴三つの層からなるわれわれの世界
　まず、議論の準備として、われわれを取り巻く世界を三層構造で把握するこ
ととしたい。われわれの世界は三つの層からなる。第一の層は物理的空間であ
る。第二の層はその物理的空間に与えられた意味の体系であるコード層である。
第三の層はそこで生起する具体的な人間の活動であるコンテンツ層である。こ
のような把握方法は、ローレンス・レッシグ『コモンズ』（翔泳社、2002年）
でのインターネットの世界の議論に触発されたもので、2006年 1月の COE
シンポジウムで若干整理して説明したものである（倉阪秀史「場所の感覚と持
続可能性」『公共研究』第 3巻第 1号、2006年 6月、参照）。インターネット
の世界では、物理的空間は、たとえば電波層であるとか、あるいはコンピュー
タなどのハードウェアである。コード層はコンピュータ自体を動かすソフト
ウェアである。LINAXなどのさまざまなプラットフォームや、プログラム、あ
るいはプログラミング言語のような、そういったもの全てがコード層を形成す
る。コンテンツ層は、インターネット上で公開されているブログなど各人の表
現の成果である。
　さて、こういった三つの層があるということを念頭に置きながら、環境の定
義を行うこととする。環境は、ナイーブに考えると「人をとりまく物理的自然
的存在」という形になる。経済的な活動を念頭に置いて、「人をとりまく物理
的自然的存在」を「設計によって作られたもの」と「そうでないもの」に分け
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よう。そして、「人をとりまく物理的自然的存在であって、人が設計によって
作り出していないもの」というのが、わたしの環境論における環境の定義とな
る。人に設計されていないものは、自然と称されたりするが、人間の意志とは
独立して動くというのがその特徴である。
　人間の経済は人と人工物からなる。そして、さきほどのコード層にあたるも
のが制度ということになる。アメリカの制度学派の経済学者ヴェブレンは、制
度を「大部分の人間によって共通されている思考習慣」と定義している。この
定義を踏襲し、制度には、法律とか明文化されたものだけではなく、言葉や慣
習など、大部分の人間によって共有されている思考習慣の全てが含まれると考
えよう。制度は、複数の人間によって共有されているがために、研究者から独
立した研究対象となりうる。つまり、制度は、社会科学の研究対象となる。一
方、人間の意図から独立して動く環境が、自然科学の研究対象といえる（図 1
「人間の経済と環境」参照）。
　これにさきほどの三つの層を重ねてみると、物理層は、人、人工物、環境の
三つからなる層と言える。一方、制度の部分がコード層になる。そして、コー
ド層・物理層に基づく、人自身の表現と人工物の表現それぞれがコンテンツ層
である。こうした形でわれわれの世界は三つに区分ができるということを念頭
にこれからの議論を行うこととしたい。
⑵持続可能性の二つの視点
　近年、持続可能性の確保が問題とされるようになった。具体的には、以下の
二つの観点で、持続可能性に対する危機が訪れ、あるいは訪れつつある。
①個人の持続可能性
　第一の観点は、個人の持続可能性ということである。この確保のレベルには
さまざまな段階がある。まず、個人が環境問題によって生命を奪われないとい
うレベル、あるいは重大な健康影響を招かないというレベルがある。また、最
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人
人工物（設計に
したがって作ら
れたもの）
人間が設計していないもの
人間の経済での個別の表現
＝コンテンツ層
環境
自然科学
社会科学
人＋人工物＋環境＝物理層
図 1　人間の経済と環境
人の生存
人の健康な生活
人の健康で文化的な最低限度の生活
人の健康で文化的な生活
健全で恵み豊かな環境
図 2　個人の持続可能性の確保
地球規模の社会
国家レベルの社会
地方レベルの社会
コミュニティレベルの社会
社会の基盤としての環境
図 3　社会の持続可能性の確保
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低限度の生活を確保できるかどうかというレベル、さらに健康で文化的な生活
を確保できるかどうかというレベルがある。レベルがコアに近づくほど、より
多数の人の同意が得られることとなろう。たとえば、狩りをすることが文化的
な生活だと思う人がいるかもしれないが、それは一握りの人に制限されてしま
うだろう。一方、生命を奪われないというのはある程度普遍的な価値として認
められるのではないか（図 2「個人の持続可能性」参照）。
②社会の持続可能性
　第二の観点は、社会の持続可能性である。これは、コード層あるいは制度が
持続するかどうかということである。人は平均して 70年から 80年で死んで
しまうが、社会制度は次の世代さらに次の世代へと発展させる形で継続させて
いくことができる。人間が将来世代にバトン・タッチできるものは、人工物と
制度の二つである。人工物は、その製作段階で、その人工物を構成する自然的
な要素によってその寿命が決まってしまう。一方、社会制度については、人と
いう種が存続し、前の時代の記憶が失われない限りにおいて永続する。実際に、
さまざまな言語が人々の記憶から失われてしまっているし、イースター島のよ
うに地域的には社会制度が持続しなかったところもある。
　ただ、社会の持続可能性についても、さまざまなレベルがある。地球規模で
共通する制度から、国家レベル、地方レベル、コミュニティレベルとその制度
の適用範囲を狭めていけばいくほど、その制度の持続可能性を求める人の数が
減っていくこととなる。この関係が図 3「社会の持続可能性」に示されている。
４．ニューエコノミーが持続可能性に与える功罪
⑴平成 15年版環境白書の分析
　さて、ニューエコノミーが持続可能性にどのような功罪を与えているのだろ
うか。この点に関連する議論が平成 15年版の環境白書に記載されているので、
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紹介することとしたい。なお、この白書ではニューエコノミーという用語は使っ
ておらず、ITの環境影響ということで議論しているため、若干ニューエコノ
ミーの議論としては狭いと感じられるかもしれない。
　まず、第一に、ITには環境上良い面もあるだろうと指摘している。まず「従
来環境負荷を与えていた活動をより効率化していく可能性」を持っていると述
べられている。例えば、SOHO（Small Ofﬁce Home Ofﬁce、小オフィス）など、
生活域と密接したところで、通勤をしなくても勤務ができれば、通勤時の環境
負荷などがかなり減るとされている。本当に人に会わずに仕事ができるのかど
うかは大変疑問なところもあるが、実際に環境白書には試算の例も挙げられて
いる。また、情報伝達手段を使って、環境情報を適宜、適切に提供することが
できれば、環境保全活動が広がるのではないかという可能性についても触れら
れている。ただ、この点については、環境に悪い情報も普及する可能性もあろう。
　他方、環境上確実に悪い方向に進んでいると考えられるのが、情報通信機器
自体が環境負荷を招いているという議論である。まず、ITがエネルギー消費
の増加につながるのではないかと議論されている。過去にはさまざまな議論が
あり、例えば紙の使用などは、ペーパレス化になるというような議論があった。
結果的には、簡単に印刷できるようになり、紙の消費量は増加した。とくに大
学などはたくさん使いすぎていて、少してこ入れをしないといけないのではな
いか。エネルギー消費量も、常につけっぱなしにしていれば確実に増えること
となる。あるいは、情報機器の廃棄の問題も確実に環境負荷を増大させている。
たとえば、携帯電話がどんどん捨てられ、パソコンもどんどん買い換えられて
いるにもかかわらず、リサイクルの仕組みが整っていないといった問題である。
　さらに、環境白書は、リバウンド効果も指摘している。これは、節減された
時間の使い方次第では、環境負荷が増えるという議論である。たとえば、通勤
時間が節減できた分、マイカーを乗り回して余暇を楽しんでいれば、環境負荷
が増えることになろう。
　以上のような事項を検討し、環境白書は ITが環境に「正負両面からの影響
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
163
を与える可能性」があり、「その適切な活用を図れば、環境保全上の大きな寄
与が期待」できると明るい方向で結論づけている。しかし、環境白書では、ど
のように適切に活用すべきかという具体的な議論が行われていない。そこで、
明るい面と暗い面をもう少し分析してみることとしよう。
⑵ニューエコノミーによる「光」の側面
　環境保全を図るためには、共益状態（win-win situation）を実現していか
ないといけない。共益状態とは、経済活動の活性化と、環境負荷の削減を同時
に達成していくことである。具体的には、以下の三つの方向性で共益状態を実
現できる可能性がある。
①三つの共益状態
　第一の共益状態は、生産・流通過程でのムダを省くことによって、同じサー
ビスを生み出す際の資源エネルギー消費と不要物発生を抑制するという方向性
である。
　次に、第二の共益状態は、モノを売り渡さずにサービスだけ提供するビジネ
ススタイルに転換することによって、資源エネルギー投入あたりのサービス提
供量を増加させるという方向性である。売りっきりのビジネスではなくて、顧
客と継続的に契約をしながらサービスを提供するということとなる。
　第二の共益状態に関連して、別途実施している「サービサイズ研究会」に
おいて、松下電工あかり安心サービスの担当者と議論をする機会があったので、
すこし報告しておこう。あかり安心サービスとは、従来、蛍光灯・電球など売
りっきりであったものを、あかりを切らさないように提供するというサービス
の提供に切り替えるものである。たとえば、仮に千葉大学があかり安心サービ
スに移行すると、千葉大学につけられている蛍光灯や電球の所有権は、千葉大
学ではなく、全て松下電工の特約店のものになる。契約上、無償譲渡されると
いう仕組みである。そして、特約店は、蛍光灯などが切れたら、特約店の責任
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で取り替えることとなる。支払いの形態は、取り替えた量に応じたり、期間に
応じたりとさまざまである。この仕組みのポイントは、蛍光灯などの廃棄責任
が、千葉大学から特約店に移るということである。蛍光灯などには無機水銀な
どの有害廃棄物が入っており、管理が必要である。大学が、蛍光灯を買わず
に「あかり」というサービスのみを買うことによって、大学はモノの管理や処
理の責任を免れることができる。一方、あかり安心サービスを提供する側には、
長期間にわたって切れにくい蛍光灯を納入すれば、取り替えの人件費や廃棄物
処理費を節減できる。このため、サービスの提供側には、管理・廃棄がしやす
く、長寿命な製品を用いようとするインセンティブが発生するのである。
　第三の共益状態は、地域分散的に発生し従来は使われなかった資源エネル
ギーを用いて、新たなサービスを生み出すという方向性である。自然エネル
ギー、リサイクルされた資源など、若干価値が劣るが、使われないまま捨て置
かれている資源エネルギーが存在する。
②三つの共益状態と IT
　さて、こういったそれぞれに ITが寄与する可能性があるということを指摘
しておきたい。
　第一の共益状態については、三つの観点で効率化の可能性がある。まず、情
報化による移動代替効果の可能性である。これは、通勤しなくても済むとか、
わざわざ集まらなくても済むといったケースである。つぎに、情報化による流
通の効率化の可能性である。例えば最寄りの配送センターから配送したり、ト
ラックの帰り便を使って別の物を運んだりといった細かい管理が ITを使うと
できるようになるということである。最後に、情報化による設計・生産等の効
率化の可能性である。ライフサイクルにわたって在庫管理も含めて検討すれば、
ムダを省いた分だけ、原材料費あるいは廃棄物処理費を減らすことができると
いうことである。これらのそれぞれに ITが寄与することになろう。
　第二の共益状態については、消費者の要求に適合した生産の可能性と、サー
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ビス・ネットワーク・コミュニティのツールとしての ITという二つの点を指
摘したい。まず、消費者の要求に適合した形でオーダーメイドによって生産
して消費者の要求を満たすことができれば、売れ残りであるとか、既製品をた
くさん作ることで資源がムダになるということは解消されるという議論である。
また、サービス・ネットワーク・コミュニティとは、サービスの提供者 (生産
者 )と需要者 (消費者 )が継続につきあっていくことによって形成するコミュ
ニティである。第二の共益状態に移行することを通じて、生産者と消費者の関
係は一時的なものから継続なものに変化していくこととなり、その過程で IT
が寄与することが期待される。サービスだけ提供する状態になるということは、
製造業がインターネットのプロバイダーのようなビジネススタイルに変わると
いうことである。いったん顧客をつかまえたら離さないというようなビジネ
スにおいては、顧客情報を継続的に管理し、顧客の VOC（Voice of Customer、
顧客の声）を適切に反映しながら、製品戦略、サービス提供戦略を考えるとい
う経営方法に変わっていくことになろう。そのような中で、継続的な生産－顧
客関係が成立し、サービス・ネットワーク・コミュニティが形成されれば、主
体的に生産活動に関わっていく消費者も出てくるのではないだろうか。
　三つめの共益状態については、分散的資源情報の把握と流通によるその活用
の進展の可能性と、地域コミュニティのツールとしての ITという可能性を指
摘したい。まず、自然エネルギーや循環資源については、地域分散的に発生す
るので、何がどこにあるのかという情報が流通し、その取引コストが下がれば、
従来使われなかった地域分散的な資源が使われる可能性がある。また、地域で
満たせる需要は地域で満たした方が、物流が少なくてすむこととなるうえ、コ
ミュニティとしての地域の帰属意識も高まり、結果的に生活の満足感も上がる
かもしれない。こういった形で、地域コミュニティは重要であり、それを支え
るシステムとして ITに可能性がある。例えば、最近、地域通貨に注目が集まっ
ているが、地域通貨決済に ITを活用するという試みもみられるようになった。
千葉大学のある西千葉でも、ゆりのき商店街が中心になって、ピーナッツとい
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う地域通貨を運用しているが、参加者数の増加を契機として、携帯電話やパソ
コンから取引を入力する仕組みを導入し、現在の参加者の 2／ 3が電子的な
取引に移行している。このように、地域と地域のさまざまな個別のニーズをマッ
チングさせる技術としても、ITには可能性があるのである。
⑶ニューエコノミーによる「影」の側面
　以上述べてきたような「光」の側面もあるが、ニューエコノミーには「影」
の側面も大変大きい。ニューエコノミーとは、ITの活用を中核とする新技術の
創造・適用によって企業間競争が激化し、新しい生産方法・人事管理が進み、こ
れらが低金利・市場開放など適切な経済政策と組み合わされた結果、経済が活
性化した現象を指すものであった。ニューエコノミーにおいては、ITを活用し
つつ激しい企業間競争が起こるために、ビジネスを取り巻く時間的視野が短く
なっていく。また、グローバライゼーションと結合し、ビジネスの空間的視野が
広くなっていく。このことに伴い、次の二つの「影」の側面が現れる可能性がある。
　まず、ビジネスを取り巻く時間的視野が短くなっていくことによる「影」の
側面として、廃棄物量、エネルギー量などさまざまな環境負荷が増大する可能
性がある。この点は、環境白書でも認識されていたところであるが、ITによっ
て競争が激化し、モデルチェンジを繰り返し、新製品をどんどん出していくと
いうことになれば、そこにおける環境負荷が増大する可能性がある。
　つぎに、ビジネスの空間的視野が広がっていくことによって、地域的な制度
が浸食されていく可能性があるという議論ができよう。社会制度の持続可能性
の議論に関連するが、意思決定の空間的な範囲が広がることによって、結果的
に普遍的な価値しか残らなくなり、ローカルなものが切り捨てられていくとい
う可能性がある。ITによる経済活動のグローバル化にともなって、地域的な制
度の独自性とその価値が失われていく可能性があるのではないか。たとえば、イ
ンターネット言語としては英語が標準となっている。勝者がこのようなアドバ
ンテージを得ることによって経済格差を固定化してしまう可能性もあるだろう。
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⑷ニューエコノミーによる「影」を防止するためには
　最後に、「影」を防止するにはどのような政策を行うべきなのかということ
を考察することとしよう。
①物理層におけるマネジメントシステムの確立
　ニューエコノミーの第一の「影」に対応して、物理層のマネジメントシステ
ムの構築が急務である。ビジネスや生活のスピードが上がり、コンテンツ層が
流動化することにともない、物理層に対する環境負荷が増加していくおそれが
あるので、物理層に関するマネジメントシステムを確立させる必要がある。
　具体的には、個々の組織（民間企業、公共団体 etc.）において、人事管理と
同じレベルで、資源・エネルギー・廃棄物などの「物事管理」が行われるよう
になることが必要である。この「物事管理」をマテリアル・リソース・マネジ
メント（MRM）と呼ぼう。組織 (地域 )への物質的な投入と産出に関する量
とカテゴリーを把握し、より少ない資源・エネルギーの投入と廃棄物の排出で
組織 (地域 )経営が行われるように工夫することが、MRMの内容となろう。
　このような取り組みが進展するためには、以下の三つの観点で政策を進める
必要がある。
　第一に、物量情報の「見える化」である。物量情報が比較可能な形で把握され、
それが公開されるような制度化が進展する必要があろう。2004年に制定され
た環境配慮促進法にもとづき、国立大学法人を含む独立行政法人や特殊法人に
対して環境報告書の公表を義務づけたが、一般企業に対してもその義務づけを
広げることと、一定の項目の物量情報が比較可能な形式で環境報告書に盛り込
まれるようルール化の深度を上げることの双方でさらなる政策が必要である。
　第二に、民間主体への適正な負担ルールの導入である。現在は、製品廃棄物
の処理責任が市町村に置かれており、いくら新しい製品を市場に送り込んでも、
生産者側はその処理費用を基本的に負担しなくても良いこととなっている。一
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部の製品については、個別法に基づいて生産者も処理費用の一部を負担するよ
うになったが、製品によってその適用範囲や負担方法がばらばらになっている
のが現状である。
　この点、業界をはじめとして、個別にモノの性質をみながら誰が負担するか
決めることが妥当であるという主張があるが、このような考え方ではニューエ
コノミーには対応できないことを指摘したい。たとえば、家電リサイクル法は、
冷蔵庫、洗濯機、エアコン、テレビの白物 4品目しか扱っていない。このうち、
テレビは、ブラウン管テレビのみを対象としている。一方、パソコンは、資源
有効利用促進法にもとづき対応しており、費用負担の方法がブラウン管テレビ
とは異なっている。液晶テレビについては、現在はどの法律の対象にもなって
いないが、今後、どの仕組みに入れれば良いのだろうか。このように製品ごと
にばらばらの対応をしているので、技術進歩にともなって製品間の境目がなく
なっていくことについて行けないのが今の仕組みである。したがって、一般原
則として拡大生産者責任（製品の設計を決める立場の者がその製品が廃棄物と
なった際の費用を支払い、それを価格に転嫁していくという原則）を打ちたて
ておかないといけないのではないか。
　第三に、環境負荷面を考慮に入れた行政計画の導入である。経済活動に起因
する環境負荷の量は、個々の経済主体の努力によって軽減できる部分もあるが、
都市インフラの形態自体によって規定される部分もある。都市計画、交通計画
といったインフラの配置をつかさどる行政計画の策定に当たっては、その利用
によってどの程度の環境負荷が発生するかをあらかじめ検討しておく必要があ
ろう。この点、従来の環境影響評価制度は、個別の事業段階でその事業に伴う
環境影響を調査・予測・評価させるものであったが、今後は、上位の行政計画
段階からその計画に伴う環境影響を調査・予測・評価させる戦略的環境アセス
メントを導入することが必要であろう。
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②地域的価値に根ざした公的空間の形成
　さて、ニューエコノミーの第二の「影」に対応するためには、ローカルな価
値が市場によって侵食されないよう、ローカルな価値に根ざした形で市場に対
抗する公的空間を形成していくことを促進していく必要があろう。
　これには、地域のコミュニティを活性化するための政策と、補完性原理に基
づく公的セクターの組みなおしの二点が重要ではないか。
　第一に、地域のコミュニティが元気であることがローカルな価値を実現し、
確保していく際の前提であろう。このために、生活者のニーズをコミュニティ
内で充足するコミュニティ・ビジネス、ローカルなニーズを充足するために自
治体や企業の力を組み合わせていくグラウンド・ワーク、さまざまなローカル
なニーズをつなぎ合わせる地域通貨など、さまざまな仕掛けを用いて、地域の
コミュニティを活性化していくことが必要であろう。
　第二に、政府の役割分担に関し、上意下達の中央集権的な構造を変え、地方
の価値を充分に反映できるようにしていくことが必要である。この点で、地域
で処理できることは地域にゆだね、地域で処理できない事項にかぎって広域的
な自治体や国が地方を補完する形で関与していくべきであるという補完性原理
（principle of subsidiarity）に従って、公的空間を組みなおしていくことが重
要ではないか。
⑸アメリカ型資本主義かライン資本主義か
　さて、このような議論と、ニューエコノミーの多様な道というシンポジウムの
テーマとの関係を最後に述べたい。「アメリカ型資本主義」なのか「ライン資本
主義」なのかという議論が行われているが、物理層のマネジメントシステムを
導入するなどという議論の延長線上には、個人の自由と市場原理の貫徹を特徴
とする「アメリカ型」の経済ではない形の経済が見えてくるのではないだろうか。
つまり、市場原理を貫徹させてしまうとよくない部分があるということである。
　近年、「アメリカ型」の経済から離脱していこうとする議論が増えてきてい
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るようだ。広井 (2004)は、「アメリカ型」は ｢ 個人 ｣や ｢ 市場 ｣を中心とする
自由主義がほぼ純粋な形で貫かれているけれども、これに何らかの形で ｢ 公的
コントロール ｣を行い、それによって「資源消費や環境制約」と調和を図って
いこうとするのが「ヨーロッパ的」なものであると指摘している（広井良典『脱
「ア」入欧』NTT出版、2004年、96-110頁）。また、堀 (2006)は、グローバ
ルでバーチャルでタイムレスな価値を押しつけるのがアメリカの覇権主義であ
り、それには「身体性、地域性、およびそれに付随してきた時間」が支えるロー
カルな文明に基づく非覇権主義を対置させていかなければならないと指摘して
いる（堀武昭『アメリカ抜きで世界を考える』新潮選書、2006年、196頁）。
　こういったように考えると、今回の報告では、物理層のマネジメントにおい
ては「脱アメリカ型」モデルに可能性が見出されることがいえる。｢ 脱アメリ
カ型 ｣モデルが ｢ライン資本主義 ｣であるかどうかについては充分に検討して
いないが、とりあえずその類似性については指摘できるのではなかろうか。
